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労働組合に お ける新た な賃金政策の 模索

　　
一

「同 価 値労働同
一

賃金」原則 と単産の 賃金政策

座 長 遠藤公嗣 Endo　Koshi

　本分科会で は ， 大賀康幸氏 （商業労連 ・非会員） に 「商業労連 の賃金 政策」に つ い

て の 報告を ， 崎岡利克氏 （電機連合 ・非会員）に 「電機連合の 賃金政策」に つ い て の

報告 を ， それ ぞれ お願 い し，両 報告 につ い て の コ メ ン トを 木下武男氏 （鹿児 島国際

大学 ・会員）が お こ な っ た 。

　本分科会は
， 木下氏 と遠藤が相談 し つ つ 企 画 した もの で あ る 。 企 画者の 問題 意識

はつ ぎの とお りで あ っ た 。

　 「同
一

価値労働同
一

賃 金1 原則 は ， 不 当な低賃金 を是正 す る基準 と して ，欧米で

考案された 。 その 考 え方 は欧米各国で 広ま っ て い る し
， 実際に も

一
部の 賃金制度に

採用
・
反映さ れ て い る 。 日本で も， そ の 考え方が 本格的 に紹介 されて 10年近 くに な

る 。 しか し 日本で は ， 「同
一

価 値労働 同
一賃金」 原則 はそ れ ほ ど広 ま らず，実際の

賃金制度 に採用 ・反映された こ と もほ とん どなか っ た 。 そ の 重要な理 由の 1 つ は
，

こ の 原則 を実施す る に は，賃金 の 決定基準が 「仕事」で あ る こ とが必 要不 自∫欠な条

件で あるが， 日本で は 「年功」が主要 な基準で あ っ た た め
， 実施の 必要条件が欠 け

て い た こ とで あ っ た 。

　と こ ろで 近年 ， 経営者側の 意図する賃金制度改革で は ，年功 的 な賃金 の 制度 ない

し運用を改編 して ，い わゆ る成果主義的な賃金 に 移行 しよ うとす る動 きが
， 急速に

広 ま っ て い る 。 また ，
この 動 きに 対応す るた め ，労働組合の 側で も，新た な賃金政

策を模索す る動 きが 広ま っ て い る。 そ うした模索の 中 に は ， 賃金の 決定基準で 重視

する フ ァ ク ターを 「年功」か ら 「仕事」へ と移行させ る考え方 も登場 して きて い る

し ， さ らに
， 「同

一
価値労働 同

一賃金」 原則 に言及す る賃金政 策 も登場 して きて い

る 。

　労働組合 に よ る こ の 模 索は注 目すべ きで あ る 。 「同一価値労働同
一賃金」原則が

実際 の 賃 金制度 に採 用 ・反映 され る可能性が広が るか もしれない か らで ある 。 日本

で は ， 正社員 ・非正社員 とい う雇用形態の 違い や，正社員で も入職時に 振 り分 けら

れた人事処遇 コ
ース の 違い に よ っ て，低い 賃金 しか 支払われない 労働者が多い

。 そ

して
，

そ うした低い 賃金の 労働者の 多数 は女性 で あ る 。 それゆ え ， 男女賃金格差 は

先進工 業国中で最大規模で ある 。 もし 「同
一価値労働同

一
賃金」原則が採用 ・反映
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され るならば ， 日本 に おけ る低 賃金 の 不当 さの 意味 Je　
， 男女賃金格差 の 不 当さの 意

味をよ り明確 にす るか ら，そ れ らの 是正 を うな がすか もしれない の で ある 。

　 およそ ，
こ の よ うな問題 意識 の もと に

， 大賀氏に 「商業労連の 賃金政策」 に つ い

て ，崎岡氏 に 「電機連合の 賃金政策」 につ い て
，

そ れぞれ の 報告を お願 い した 。 商

業労連 と電機連合が ， 単産 レ ベ ル と して は，賃金の 決定基準を 「仕事」へ 移行させ

る考え方を もっ と もは っ き りと意識する よ うに 思われた か らで ある 。 お願い す るに

あ た っ て は
， 単産そ れ ぞれ の賃金政策の 概要 を 中心 に 報告い ただ き， 可能 な らぼ ，

そ の 中で 「同
一
価値労働同

一
賃金」原則 に もふ れて い だだ くこ と に した 。

　大賀氏 は ， 「成果 （実績）主義 を強 め個別配分重視 を」 と題す る説 明文書 を もとに，

商業労連 の 政策を報告 された 。 そ れに よ る と， 「低成長 社会に 突入 しか ぎられた 総

額人件費の 有効活用 が 急務」 と状 況を認識す る
。 そ し て

， 「属人的要素を重視 した

画
一

的な人材管理か ら
……真に一

人 ひ と りを公正 に評価 し， その 意思 に 応 じて 育成

し
， 適性 に 応 じて 活用す る人 間尊重 の 人事 ・賃金制度へ の 転換が必要」で ある 。 こ

の こ とを賃金制度 に即 し て 述べ る と
， 「生計費準拠型 の賃金か ら 『同

一
価値労働 ・

同
一

賃金』 を原則 に した 労働準拠型の 賃金へ の 転換 が必 要」 で あ る 。

　また 「個別人事主義」 をすすめ るに は 「成果 （実績）主義を 強め ……業績給 の 積

極 的な導入」が必要だが ， 弊害 もあ り， 導入 が 困難な従業員層 もあ るの で
， 「能力

主義 との 調和 が 必要」 と なる 。 こ こ で
， 「能力主義 と は人 の 価値 を重視 し，そ の 価

値 をい か に仕事 に 反映させ るか とい うもの で あるの に対 し
， 成果 （実績）主義 とは

仕事 と して 反映 された もの を問 うもの 」 と理解され る 。 従業員層別の 賃金体系は，

具体的に は，「一般職能」で は 「職能給」 と 「年齢 給」 を組み合わせ
， 「指導 ・監督，

専 門職能」で は 「職能給」 と 「業績給」を組み 合わせ
， 「管理職能」で は 「業績給」

の 比 重を高め て 「職務給 （職能給）」 と組み 合わせ る こ と に なる 。

　パ ー トタ イ マ
ー に つ い て も 「仕事基準 の 賃金体系」を求め

， 「基 幹業務型パ ー ト

社 員 （JOB　UP を必 要 とす る職務 に つ い て い る パ ー
ト社 員）」 が 「正 社員 と 同様 の 仕事

（職務 ・責任）を行 っ て い る際 に は， 同
一
価値労働 ・

同
一

賃金 の 考え方か ら，時間

あた り賃金は同水準を基本 と し， 均等待遇を目指す」 こ とに なる 。
こ の 考え方は ，

大賀氏 も委員で あ っ た 「パ ー トタ イ ム 労働 に 係 る雇用管理研究会 （俗称 は 「もの さし

研」）」報告 （2001年 4 月） の 考え方に似て い るが
， もの さ し研 は 「同

一
価 値労働同

一

賃金」の 言 葉を使 っ て い な い
。

　崎 岡氏 は ， 「電機 連合 の 第 5 次賃 金 政策 （案 ：2001年 7 月大 会で 決定予定）」文書を

もとに
，

電 機連合の 政策を報告 された 。 強調 された の は
， 西欧的な職種別賃金を導

入 しよ う と した 第 1 次賃金 政 策 （1967年）か らの 発展 と変化で あ っ た。 第 1次 賃金
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政策 はたぶ ん に理想 主義的で あ っ たが
， 第 3 次 ・第 4 次賃金 政策で は 「職能給」の

導入 に傾い て お り，そ の 意味で 現実主義的な政策で あ っ た 。 こ れ らの 上 に
， 第 5次

賃金 政策は構想さ れた 。

　状況認識 と して は
， 雇 用形態の 多様化 ・労働力の 流動化の 進展で ある 。

こ の 状況

に対応す るた め に
， 「長期安定雇用」の 維持 は基 本 とす るが ， 雇用 の 適切 な移動 に

柔軟 に対応 する シ ス テ ム
， す なわ ち 「移動が不利 に な らない 処遇 シ ス テ ム 」 の確立

をめ ざす 。 また集団 的な人事 ・賃金管理 は 困難 と な っ て お り，「『個』 を尊重する人

事 ・処遇 シ ス テ ム へ の 変革」が必要 と な っ て い る。

　賃金決定の 基本 は，第 4 次賃 金政策 と同 じ く， 「生活保 障の 原 則」 と 「労働 対価

の原 則」の 2 大原則で ある 。 さ らに 「公正 な個別賃金 の 決定」が基本で ある。 こ れ

を具 体化す る と， 「一般職群 1 で は
，
40歳前後 まで は 「生 計基 礎給」 「職種 ・職能

給」「仕事 （職謝 給 」 を組 み合 わせ た 賃金 モ デ ル とな り， そ の 後は ， 「生計基礎給」

が 「職種 ・職能給」に 繰 り込 まれ ， 「職種 ・職能給」 「仕 事 （職務）給」 を 組み合わ

せ た 賃金 モ デ ル とな る。 第 4 次賃金政 策と異な り，
40歳後か らは 「生計基礎給」が

明示的で ない 。 また 「
一

般 職群」か ら 「管理 ・専門職群」 に な る と， 「職 種 ・職能

給」「役割 ・業績給」 の 組み 合わ せ た賃金モ デ ル と なる 。 これ も第 4 次賃金政策に

ない 。 な お 「一般 職群」 の 「仕事 （職務）給」は仕事の 価値に 応 じ て 格付 けされ る

が
， 「管理 ・専門職群」に お ける 「役割 ・業績給」 な どの

， 成果 主義的な要素の 形

成 に結びつ くこ とに な る 。

　木 下氏 の コ メ ン トは ，お よそ つ ぎの とお りで あ っ た 。

　商業労連 の 賃金政策 に つ い て は
， 「同一価値労働 同

一
賃金」 を原則 に し た労働準

拠型 の 賃金 へ の 転換 との 方向は理解で きる が ， その 「労働準拠 」の 「労働 」 は
， 労

働の 結果 と して の 成果 を評価 す る成 果主義 とは異 な る 。 同
一価値労働 同

一
賃金 の

「労働」 は ， 属人的要素や個 人の 能力や成果 とは離れた と こ ろ の
， あ くまで も仕事

固有 の 価 値 と理解 され るべ きだ と思 う 。 単産の 政策 と して， 賃金 の 年齢 カ ーブ を

「早期立 ち上 げ」 高原型 に もっ て い こ うとする 努力は評価で きる 。 職務概 念 の 希薄

な現段階で ，職能給の 要素を入れ込 む こ とは ， 企業内で 個 人の 能力の 伸張を評価す

る とい う意味 で はあ りえる こ とで あろ う。

　電機連合の 前身で ある電機総連 は ， 1960年代 の 横 断賃率論 をめ ぐる論争の なか で ，

そ の 理念 を実際の 賃金政策に 具体化 しよう と した単産で あ っ た 。 今回の 報告は， そ

の後の経過の 総括 と して興味深か っ た 。 と くに ，大胆か つ シ ン プ ル な第 1次政策か

ら ， 職能給へ の傾 斜を含む第 3次 ・第 4次政策 へ の 変化は
，

理想主義か ら現実主義

へ
， 日本的土 壌 へ の 妥協 と受け取 る こ ともで きる 。 今回第 5次の 「職種」基準の 提
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起 は
， 理想主義 へ の 復帰の よ うもに みえ る 。 しか し

， 賃金政策 と政策制度闘争 と の

結合 も考慮に 入 れ，単な る理想主義で は な く， 戦後労働社 会の 大 きな変化の なか で

現 実的 な意味を もっ て い るで あろ う。

　 2 つ の 報告 と コ メ ン トの 後 ， フ ロ アーか ら多数の挙手があ り，合計 6名の 質問 な

い し コ メ ン トが あっ た 。 「業績給 は労働の 結果 を反 映す る と考えれ られ るが ， 同
一

価値労働 同
一

賃 金は労働の 支出につ い て の考え方だか ら
， 両者は異 なるの で は ない

か 。」「同一価値労働同
一賃金原則 の 毛とで の 査定 は ， あ る とすれ ば仕事能力の伸張

を測定 すべ きもの で ， 仕事の成果 を反映させ る もの で は ない 」等 々 で あ る 。 大 賀 ・

崎岡
・木下 3氏 か ら も，

リ プ ラ イ と コ メ ン トがあ っ た 。 それら議論の 紹介は紙幅の

都合で 省略させ て い た だ きた い
。

　 と こ ろで
， 本分科 会を企 画 した心底に は，現実の 労働運動 にお ける課題 や政 策を

議論す る こ とが 現在の 社会政策学会 に欠 けて い るの で は ない か
，

い い か える と
， 学

会員の 少数 しか 企 画 に 関心を もたない か もしれない との 危惧 があ っ た 。 とこ ろが実

際 は ，
フ ロ ア ーに は 80名前後の 学会員が 常時在席 し

，
そ の 他 に

， 配布文書 （増刷 を

含め て ユoo部以上配布）を受け取 れず 出席 を断念 した 学会員 も少な くなか っ た 。 また ，

若 い 女性学会員 の 出席 も多か っ た 。
こ れ らは 企 画者 と して うれ し い 誤算で あ っ た 。

出席 した学会員に と っ て 本分科会が有益で あ っ た こ と を願 う 。 最後に な っ たが
， 多

忙中に もか か わ らず ご出席い た だ き， 貴重な ご報告 を い ただ けた 大賀康幸氏 と崎岡

利克氏 に
， あ らため て お礼 申し上 げた い

。
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